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15議員が市政を問う一 般 質 問

森林分野における
　　Ｊ－クレジットの創出支援を「行かない市役所」の実現を

氣　田　量　子
（自民公明クラブ）

３歳未満児保育料無償化の進捗は

独自の支援は考えていない環境整備に取り組む 令和８年度の無償化に向け準備

斉　藤　重　美
（自民公明クラブ）

今　泉　信　明
（立憲農民クラブ）

問　市民からの期待が大きい「ごみ発電事業」
への支援策は。
答　現在、家庭や中央病院などから排出される
生ごみを分別回収し、市内にある民間のバイオ
ガス発電施設で処理することでごみの減量化と
脱炭素化を推進しています。当該施設は、現在
のところ処理能力に余力がある旨を伺っている
ことから、現時点では新たなごみ発電事業に対
する独自の支援制度は考えておりません。今後
も国・県の補助制度に関する情報収集や発信等
を行い、再生可能エネルギーの普及拡大、脱炭
素社会の実現に向け、市民・事業者・行政が一
体となり、持続可能な取組を推進していきます。
問　策定中の第３次十和田市総合計画に「ごみ
発電事業」を反映させる考えは。
答　二酸化炭素をほとんど排出しないごみ発電
事業などの再生可能エネルギーの普及と利活用
は、地球温暖化対策や脱炭素社会の実現に向け
て重要であり、計画への反映を検討します。

問　市長交際費の支出基準はどうなっているか。
答　市長交際費は、市長等が行政執行上、また
は市の利益のために市を代表して外部の方と交
際、交渉等をする際に要する経費であり、十和
田市食糧費・交際費の対応と、十和田市弔慰等
の対応に関する基準に基づき支出しています。
現在、支出基準の公表はしていませんが、今後、
他自治体の取扱い等を参考に検討します。
問　元職員への弔慰金について、市外の職員も
多くなっているが、居住地による違いはあるか。
答　十和田市弔慰等の対応に関する基準の対象
となる元職員とは、会計年度任用職員等を除く
全ての元職員を指しており、住んでいる場所の
違いによる判断はしていません。

ごみ発電事業への支援策は

独自の支援制度は考えていない

中　尾　利　香
（自民公明クラブ）

問　各種証明書のオンライン申請手続について、
市ＬＩＮＥ公式アカウントのホーム画面から直
接申請できるように改善する予定は。
答　令和８年度の実施に向け検討を進めます。
問　移動負担の大きい子育て世帯が時間や場所
にとらわれず、ＬＩＮＥで一連の手続を完結で
きる「行かない市役所」実現に向けた考えは。
答　令和７年度中に策定予定の窓口業務ＤＸの
方向性や改善策をまとめたロードマップに基づ
いて、今後、環境の整備を進め、さらなる利便
性の向上を目指します。

問　ウェルビーイング（幸福度）を数値化し、
まちづくりの指針として捉える考えは。
答　現在策定中の第３次十和田市総合計画の策
定方針では、市民一人一人の幸せの実感を幸福
度指標として把握し、施策の立案に反映するこ
ととしています。

問　庁舎障がい者駐車場に屋根を架ける考えは。
答　多額の費用が見込まれ、現在の財政状況か
ら設置は難しいと考えていますが、必要性は認
識していますので、まずは関係団体から意見を
伺いたいと考えています。

問　成年後見制度の利用者増加が見込まれる中、
市民後見人への活動支援は。
答　上十三圏域での養成講座やフォローアップ
研修を実施しているほか、令和８年２月には、
新たに意見交換会の開催を予定しています。
問　通知書等の送付先を後見人等に変更する際
の手続を一括化し、負担を軽減する考えは。
答　窓口業務のＤＸの取組や、令和８年度の市
組織再編による「くらし窓口部」の設置を見据
えて支援体制を検討していきます。

問　森林分野におけるＪ－クレジット制度（※）
には、どのようなメニューがあるか。

答　①間伐等の適切な施業により、森林の成長
や木材利用等を通じ二酸化炭素の吸収を図る森
林経営活動、②森林以外の土地で新たな植林に
より、二酸化炭素の吸収を図る植林活動、③本
来森林であるべき土地のうち樹木が育成してい
ない場所での再造林により、二酸化炭素の吸収
を図る再造林活動となります。
問　山林伐採後の植林などに関心を寄せるため
にも、森林分野におけるＪ－クレジットの創出
について、市で支援ができないか。
答　認証に係る手続が煩雑かつ専門的である上
に、高額な費用負担が課題となっていますが、
国により書類作成や審査費用に対する支援が行
われていることから、現段階では独自の支援は
考えていません。

問　主食用米「はれわたり」の種子が手に入り
にくい状況となっている要因は。
答　県によると、一般的に水稲の種子は、２年
前に全国農業協同組合連合会などから提出され
た栽培希望数量に基づき、公益社団法人農産物
改良協会によって生産が行われています。はれ
わたりは特Ａ評価を得ている品種であることに
加え、昨今の米の概算金の高騰によって作付面
積が増え、種子を希望する農家が想定以上に増
加したため、２年前に計画した数量と現在の農
家が希望する数量との間に乖離が生じているこ
とが要因です。

問　市長が公約に掲げた３歳未満児の保育料無
償化の実現について、財源の確保が課題となっ
ているが、検討は進んでいるか。
答　厳しい財政状況ですが、未来を担う子供た
ちの笑顔のために、できるだけ早期に実現した
いと考えており、国の交付金を活用し、令和８
年度からの無償化に向けて準備を進めています。

問　町内会が負担している街路灯の電気料を市
で全て負担する考えは。
答　町内会の財政負担や加入者・未加入者間に
不公平感があると認識しており、今後、電気料
の全額負担について検討していきます。

問　市民の負担を増やさずに公共施設を維持し
ていくため、金銭などの支払いを受け公共施設
の命名権を付与する「ネーミングライツ制度」
を導入する考えは。
答　自主財源確保に有効な手段ですが、契約期
間が満了するたびに名称が変わる可能性があり、
施設イメージの定着への影響や看板の付け替え
作業等の発生が考えられます。影響に見合った
価格の設定など、他市の具体的な導入事例も含
めて調査・研究を進めます。

問　奥入瀬ろまんパークの大型トイレは暑さや
匂い、冬の寒さなど快適とは言えない状況が続
いていると感じているが、建て替えや全面改修
を行う考えは。
答　利用者の安全・安心の確保と施設の長寿命
化を念頭に、施設ごとの修繕計画を作成し、優
先順位を明確にした上で、修繕や改良等を行っ
ており、当該大型トイレについても、この考え
のもと適切な維持管理に努めていきます。
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※省エネルギー設備の導入や適切な森林管理等による
温室効果ガスの排出削減量等を国がクレジットとし
て認証する制度。クレジットの創出者は販売収益を
新たな設備投資などに充てることができ、クレジッ
トの購入者は大きな投資を伴わず、削減量を自らの
実績にすることが可能となる。


